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Ⅰ　予算編成の基本的な考え方

 （１）分野別計画

Ⅰ　まちづくり分野 地域の魅力を活かした機能的なまちづくり

Ⅱ　ひとづくり分野 子どもが生き生き育つ環境づくり

Ⅲ　しごとづくり分野 生活を支える雇用・就労環境づくり

Ⅳ　ちいきづくり分野 安心・安全の地域づくり

Ⅴ　行政分野 常に改革を進める行政

政策1　　多彩な魅力・多様な暮らしを選べるまちの実現

政策2　　子育て世代・子どもの将来が輝くまちの実現

政策3　　地域とつくる安心安全・健康長寿のまちの実現

政策4　　透明性・柔軟性の高い行政の実現

 （１）選択と集中

 （２）市長の戦略政策　【戦略プロジェクト】

　　平成30年度は、人口減少社会を前提として策定した「第6次江南市総合計画」の初年度となり、
　この計画に基づき、将来像に掲げた「地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市」の実現に向け、
　5つの分野に分け、各施策や事務事業に取り組むこととした。また、「市長の戦略政策」に掲げられ
　た取り組みとの整合性や国・県の予算動向、本市の財政状況等を踏まえ、財政運営上の重点取
　組事項に沿った当初予算を編成した。

２．財政運営上の重点取組事項

　　　新たな政策課題や市民・地域のニーズなどに的確に対応するため、成果重視の観点から、事務
　　事業評価の結果に基づき、既存の施策や事業をゼロベースで見直し、「選択と集中」を図る。
　　　優先度の低い事務事業は、休廃止を含めた抜本的な見直しを進め、限られた経営資源を選択
　　と集中により、効率的・効果的に配分し、「財政健全化」と「市民サービス確保」のバランスを取りな
　　がら、行財政運営を行う。

 （２）分権型行政運営の推進

　　　予算の枠配分により、予算編成の権限を各部に移譲した中で、各部は、事務事業評価の結果
　　を踏まえ、市民ニーズに合った事業の方向性の判断を行う。また、事務事業のスクラップ＆ビル
　　ドを促進し、自主性、自律性の確保とコスト意識の向上を図る。各部は、ＰＤＣＡのマネジメントサイ
　　クルにより実施結果を検証し、今後の施策展開の方針につなげ、市民満足度の高い事業を行うと
　　ともに、持続可能な財政基盤を確保する。

１．第6次江南市総合計画　　～ 地域とつくる多様な暮らしを選べる生活都市 ～
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政策3

政策4
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□　一般会計の予算規模は約272億9千万円で、平成30年5月に開館するスポーツセンターの本体工事に
　　 係る建設費などの減額により、前年度から約20億9千万円、 7.1％の減。

□　特別会計の予算規模は、総額約202億5千万円で、国民健康保険特別会計において、制度改革に伴い、
　　 県が財政運営の責任主体となることによる減額などにより、前年度から約25億7千万円、11.3％の減。

Ⅱ　各会計別当初予算の規模

□　水道事業会計の予算規模は、約23億6千万円で前年度から約4千万円、1.9％の増。

□　平成30年度当初予算は、通常予算で編成。

（単位：千円、％）

一 般 会 計 27,294,152 29,389,138 △ 2,094,986 △ 7.1

国 民 健 康 保 険 9,517,074 11,726,398 △ 2,209,324 △ 18.8

公 共 下 水 道 事 業 2,432,877 2,392,816 40,061 1.7

土 地 区 画 整 理 事 業 40,065 31,407 8,658 27.6

介 護 保 険 6,970,849 7,402,078 △ 431,229 △ 5.8

後 期 高 齢 者 医 療 1,290,502 1,269,121 21,381 1.7

小 計 20,251,367 22,821,820 △ 2,570,453 △ 11.3

水 道 事 業 会 計 2,364,752 2,321,022 43,730 1.9

合 計 49,910,271 54,531,980 △ 4,621,709 △ 8.5

増減率

特

別

会

計

会　計　名 平成30年度 平成29年度 比較
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※ 老人保健特別会計は平成22年度末、交通災害共済事業特別会計は平成23年度末、
横田教育文化事業特別会計は平成28年度末をもって廃止

（単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

一般会計 23,261,443 24,731,856 25,480,403 25,273,709 25,049,400 27,182,105 26,195,513 27,254,038 29,389,138 27,294,152

特別会計 16,720,080 16,829,427 17,332,130 18,025,396 18,318,469 19,125,026 21,944,700 21,824,906 22,821,820 20,251,367

国民健康保険 9,312,870 9,403,096 9,545,156 10,077,926 10,354,271 10,387,946 12,014,808 11,636,934 11,726,398 9,517,074

交通災害共済事業 16,145 16,150 18,295 － － － － － － －

老人保健 6,129 6,129 － － － － － － － －

横田教育文化事業 1,427 1,392 1,377 1,318 1,274 1,296 1,294 1,309 － －

公共下水道事業 1,229,062 1,387,898 1,568,562 1,675,712 1,533,006 1,738,562 2,401,732 2,100,210 2,392,816 2,432,877

土地区画整理事業 831,029 544,340 397,107 191,611 97,548 49,716 33,388 31,427 31,407 40,065

介護保険 4,443,166 4,593,952 4,903,930 5,134,619 5,340,083 5,885,927 6,388,078 6,867,055 7,402,078 6,970,849

後期高齢者医療 880,252 876,470 897,703 944,210 992,287 1,061,579 1,105,400 1,187,971 1,269,121 1,290,502

水道事業会計 1,878,893 1,750,957 2,163,448 1,776,658 2,000,925 2,152,009 1,922,573 2,017,811 2,321,022 2,364,752

41,860,416 43,312,240 44,975,981 45,075,763 45,368,794 48,459,140 50,062,786 51,096,755 54,531,980 49,910,271

区分

計
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＜財源別　歳入＞ （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 差引 伸び率

15,146,982 55.5 15,021,673 51.1 125,309 0.8

市税 12,715,932 46.6 12,713,246 43.3 2,686 0.0

諸収入 984,583 3.6 993,097 3.4 △ 8,514 △ 0.9

分担金･負担金 454,071 1.7 440,939 1.5 13,132 3.0

繰越金 350,000 1.3 350,000 1.2 0 0.0

繰入金 333,425 1.2 249,360 0.8 84,065 33.7

使用料・手数料 293,987 1.1 255,889 0.9 38,098 14.9

寄附金 8,402 0.0 8,402 0.0 0 0.0

財産収入 6,582 0.0 10,740 0.0 △ 4,158 △ 38.7

依存財源 12,147,170 44.5 14,367,465 48.9 △ 2,220,295 △ 15.5

国庫支出金 3,369,825 12.3 4,099,455 13.9 △ 729,630 △ 17.8

地方交付税 2,687,000 9.8 2,645,000 9.0 42,000 1.6

市債 1,882,400 6.9 3,444,900 11.7 △ 1,562,500 △ 45.4

県支出金 1,822,945 6.7 1,873,110 6.4 △ 50,165 △ 2.7

地方消費税交付金 1,673,000 6.1 1,619,000 5.5 54,000 3.3

地方譲与税 262,000 1.0 250,000 0.9 12,000 4.8

自動車取得税交付金 153,000 0.6 154,000 0.5 △ 1,000 △ 0.6

その他（配当割交付金等） 297,000 1.1 282,000 1.0 15,000 5.3

計 27,294,152 100.0 29,389,138 100.0 △ 2,094,986 △ 7.1

自主財源

Ⅲ　歳入予算の特徴（一般会計）

□　自主財源は、55.5％で前年度から約1億3千万円の増。
　　　　市税は、個人市民税が増額するものの、固定資産税（家屋）や市たばこ税が減額となり、
　　　　約300万円の微増で、ほぼ横ばい。
　　　　使用料・手数料は、スポーツセンター使用料、学童保育手数料などの増額により、約4千万円の増。
　　　　繰入金は、財政調整基金繰入金の増額により、約8千万円の増。

平成30年度 平成29年度 前年度比

□　依存財源は、44.5％で前年度から約22億2千万円の減。
　　　　国庫支出金は、スポーツセンター建設に係る防衛施設周辺対策事業補助金、社会資本整備総合
　　　　交付金（都市計画事業）などの減額により、約7億3千万円の減。
　　　　市債は、鉄道高架化整備事業債、布袋駅エスカレーター整備事業債などが増額となるものの、
　　　　スポーツセンター建設事業債の減額により、約15億6千万円の減。
　　　　県支出金は、愛知県知事選挙、愛知県議会議員選挙の選挙費委託金などが増額となるものの、
　　　　介護老人福祉施設建設費等補助金などの減額により、約5千万円の減。
　　　　地方消費税交付金は、県の見込みに基づき約5千万円の増。地方交付税は約4千万円の増。
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◆市税の内訳

□　個人市民税は、給与所得の増などにより、約1億円の増。

□　市たばこ税は、喫煙率の低下や加熱式タバコの影響などにより、約4千万円の減。

□　固定資産税は、3年に一度の評価替えに伴う家屋の減により、約6千万円の減。

※すべて当初予算
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＜市税の内訳＞ （単位：千円、％）

平成30年度 平成29年度 比較 増減率

市税 12,715,932 12,713,246 2,686 0.0

市民税 6,273,711 6,179,916 93,795 1.5

個人 5,707,441 5,607,743 99,698 1.8

法人 566,270 572,173 △　5,903 △　1.0

固定資産税 5,102,807 5,159,525 △　56,718 △　1.1

固定資産税 5,061,107 5,117,825 △　56,718 △　1.1

固有資産等所在市町村交付金 41,700 41,700 0 0.0

軽自動車税 198,711 187,886 10,825 5.8

市たばこ税 540,984 579,980 △　38,996 △　6.7

都市計画税 599,719 605,939 △　6,220 △　1.0
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Ⅳ　歳出予算の特徴（一般会計・目的別）

□　民生費は、歳出全体の45.4％を占め、介護保険特別会計繰出金、小規模特別養護老人ホーム建設費
　　 補助金が減額となるものの、障害者自立支援給付や後期高齢者療養給付などの扶助費、布袋西保育園
　　 空調設備改修などの増額により、前年度から約1億円の増。

□　労働費は、すいとぴあ江南の宿泊室及び冷温水発生機改修工事により、前年度から約8千万円の増。

□　土木費は、布袋駅エスカレーター設置費負担金、都市計画道路整備事業（江南通線）などが増額となる
　　 ものの、交通結節点整備事業（布袋駅東地区）、布袋駅付近鉄道高架化整備事業などの減額により、
　　 前年度から約1億6千万円の減。

□　教育費は、情報教育推進事業（中学校）、スポーツセンターの管理委託料などが増額となるものの、
　　 スポーツセンター建設事業の減額により、前年度から約22億8千万円の減。

□　衛生費は、江南丹羽環境管理組合負担金や尾張北部環境組合負担金などの増額により、前年度から
　   約6千万円の増。

＜目的別　歳出＞ （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 差引 伸び率

議会費 291,416 1.1 293,875 1.0 △ 2,459 △ 0.8

総務費 2,387,392 8.8 2,398,345 8.2 △ 10,953 △ 0.5

民生費 12,398,263 45.4 12,293,990 41.8 104,273 0.8

衛生費 2,462,777 9.0 2,399,215 8.2 63,562 2.6

労働･農業･商工費 774,699 2.8 643,683 2.2 131,016 20.4

土木費 2,677,527 9.8 2,835,685 9.6 △ 158,158 △ 5.6

消防費 988,789 3.6 929,378 3.2 59,411 6.4

教育費 2,875,162 10.6 5,159,998 17.5 △ 2,284,836 △ 44.3

公債費 2,413,127 8.8 2,409,969 8.2 3,158 0.1

災害復旧・予備費 25,000 0.1 25,000 0.1 0 0.0

計 27,294,152 100.0 29,389,138 100.0 △ 2,094,986 △ 7.1

平成30年度 平成29年度 前年度比
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※すべて当初予算
（単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

議会費 290,269 291,673 374,657 312,544 295,042 297,653 306,406 289,701 293,875 291,416

総務費 2,597,816 2,670,579 3,002,392 2,583,306 2,400,835 3,093,793 2,862,230 2,775,633 2,398,345 2,387,392

民生費 8,690,718 10,069,584 10,670,946 10,418,907 10,814,126 11,625,153 11,609,149 12,009,841 12,293,990 12,398,263

衛生費 2,493,964 2,537,635 2,628,941 2,348,966 2,455,667 2,412,246 2,444,610 2,515,346 2,399,215 2,462,777

労働･農業･商工費 694,997 718,878 618,883 635,795 634,530 654,267 651,723 632,506 643,683 774,699

土木費 2,606,091 2,909,621 2,458,753 3,053,022 2,708,219 2,909,851 2,361,461 3,159,233 2,835,685 2,677,527

消防費 1,109,525 871,340 929,744 945,925 958,766 1,217,631 1,081,124 1,013,322 929,378 988,789

教育費 2,416,230 2,271,500 2,389,496 2,572,623 2,361,464 2,482,757 2,572,671 2,436,184 5,159,998 2,875,162

公債費 2,336,833 2,366,046 2,381,591 2,377,621 2,395,751 2,463,754 2,281,139 2,397,272 2,409,969 2,413,127

災害復旧・予備費 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

計 23,261,443 24,731,856 25,480,403 25,273,709 25,049,400 27,182,105 26,195,513 27,254,038 29,389,138 27,294,152
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Ⅴ　歳出予算の特徴（一般会計・性質別）

□　義務的経費は、歳出全体の50.2％を占め、人件費、扶助費及び公債費すべてが増額となり、前年度から
     約3億5千万円の増。

□　投資的経費は、布袋駅エスカレーター設置事業などが増額したものの、スポーツセンター建設事業の減額
　　 により、前年度から約24億6千万円の減。

□　その他の経費は、保育所等整備費補助金の皆減により補助費等の減額、国民健康保険特別会計や
　　 介護保険特別会計繰出金などの減額により繰出金が減額したものの、スポーツセンターの管理委託料や
　　 教育用コンピュータ機器借上料などの増額により物件費が増額となり、前年度から約1千万円の増 。

義務的

経 費

137.1億円

（50.2%）

投資的

経 費

21.8億円

（8.0%）

その他

の経費

114.0億円

（41.8%）

扶助費

63.8億円

（23.4%）

人件費

49.2億円

（18.0%）

公債費

24.1億円

（8.8%）

投資的

経 費

21.8億円

（8.0%）

物件費

54.7億円

（20.0%）

補助費等

27.7億円

（10.1%）

繰出金

27.0億円

（9.9%）

その他

4.6億円

（1.8%）

予算総額

272.9億円

＜性質別　歳出＞ （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 差引 伸び率

13,713,877 50.2 13,363,820 45.4 350,057 2.6

人件費 4,924,468 18.0 4,829,346 16.4 95,122 2.0

扶助費 6,376,282 23.4 6,124,505 20.8 251,777 4.1

公債費 2,413,127 8.8 2,409,969 8.2 3,158 0.1

2,179,345 8.0 4,637,392 15.8 △ 2,458,047 △ 53.0

11,400,930 41.8 11,387,926 38.8 13,004 0.1

物件費 5,465,473 20.0 5,311,675 18.1 153,798 2.9

補助費等 2,765,820 10.1 2,808,448 9.6 △ 42,628 △ 1.5

繰出金 2,705,444 9.9 2,798,143 9.5 △ 92,699 △ 3.3

その他 464,193 1.8 469,660 1.6 △ 5,467 △ 1.2

27,294,152 100.0 29,389,138 100.0 △ 2,094,986 △ 7.1

前年度比平成30年度 平成29年度

その他の経費

義務的経費

投資的経費

計
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※すべて当初予算
（単位：千円）

年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

人件費 5,647,742 5,271,943 5,417,617 5,070,493 4,817,263 4,812,273 4,913,596 5,120,650 4,829,346 4,924,468

扶助費 3,911,174 5,301,489 5,762,345 5,455,121 5,568,863 5,625,272 5,857,548 5,908,687 6,124,505 6,376,282

公債費 2,336,833 2,366,046 2,381,591 2,377,621 2,395,751 2,463,754 2,281,139 2,397,272 2,409,969 2,413,127

投資的経費 1,375,259 1,504,748 1,511,487 2,294,004 1,831,929 3,014,612 1,829,777 2,290,660 4,637,392 2,179,345

物件費 4,424,927 4,647,540 4,832,149 4,702,659 4,929,886 5,193,229 5,370,942 5,454,625 5,311,675 5,465,473

補助費等 2,346,231 2,545,977 2,463,569 2,357,694 2,551,275 2,999,036 2,771,758 2,782,706 2,808,448 2,765,820

繰出金 2,732,978 2,598,162 2,602,037 2,463,018 2,446,854 2,564,602 2,673,429 2,814,938 2,798,143 2,705,444

その他 486,299 495,951 509,608 553,099 507,579 509,327 497,324 484,500 469,660 464,193

計 23,261,443 24,731,856 25,480,403 25,273,709 25,049,400 27,182,105 26,195,513 27,254,038 29,389,138 27,294,152

56.5 52.7 54.2 50.7 48.2 48.1 49.1 51.2 48.3 49.2 

39.1 53.0 57.6 54.6 55.7 56.3 58.6 59.1 61.2 63.8 
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Ⅵ　主な重点事業

◆まちづくり分野

環境課

【目的】

【事業内容】

環境課

【目的】

【事業内容】

～　合併処理浄化槽への転換費用の補助　～

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併処理浄化槽へのさらなる転換を促進
する。

現に使用している既存のみなし浄化槽又は汲取便槽を廃止して、処理対象人員10人以下の
浄化槽を設置する者に対し、その費用の一部を補助する。

住宅用地球温暖化対策設備設置費補助事業
15,026千円

～　住宅用地球温暖化対策設備設置費の補助　～

住宅用地球温暖化対策設備の設置を促進し、地球温暖化防止に寄与する。

新たに家庭用燃料電池システム及び電気自動車等充給電システムを補助対象に追加し、
住宅用地球温暖化対策設備設置者に対し、その設置費の一部を補助する。

　住宅用太陽光発電システム　　　 　 　1キロワット当たり　12,500円（限度額50,000円）
　家庭用エネルギー管理システム　　 　1基当たり　10,000円
　定置用リチウムイオン蓄電システム 　 1基当たり　50,000円
　家庭用燃料電池システム（新） 　　　　1基当たり　50,000円
　電気自動車等充給電システム（新） 　1基当たり　50,000円

浄化槽設置整備事業
19,726千円

拡

拡

　90,000円 105,000円

6～7人槽 486,000円 567,000円

8～10人槽 576,000円 672,000円

みなし浄化槽、
汲取便槽撤去分

補助限度額

平成29年度 平成30年度

5人槽 444,000円 518,000円
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都市計画課

【目的】

【事業内容】

都市計画課

【目的】

【事業内容】

布袋駅付近鉄道高架化整備事業

　　　  ＜鉄道高架化事業＞
　　　　　 　 布袋駅付近鉄道高架化事業負担金　本線工事　１式

　　　　＜市道東部第439号線＞
　　　 　　　物件調査委託　2件
　　 　　　　道路改良工事　L=221ﾒｰﾄﾙ
　 　　　　　道路改良用地　165.03平方ﾒｰﾄﾙ
 　　　　　　道路改良補償　1件

交通結節点整備事業（江南通南線）
5,260千円

～　都市計画道路江南通南線の交差点改良　 ～

都市計画道路布袋駅線との交差点を改良することにより、安全の確保および布袋駅へのアクセス性
を向上させ、布袋駅周辺における交通環境の改善を図る。

測量設計委託　1件

布袋駅付近を鉄道高架化することにより、道路交通を円滑にし、良好な市街地を形成する。

324,088千円

～　布袋駅付近鉄道高架化及び高架化に伴う周辺整備　～

布袋駅付近において、鉄道による踏切交通渋滞及び地域分断を解消するため、6ヵ所の踏切を除却
する鉄道高架化及び高架化に伴う周辺整備を行う。
  ・事業期間
       平成20年度～平成31年度

　・平成30年度事業内容
　　　社会資本整備総合交付金事業（道路事業）

新

測量設計委託 1件

凡 例
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都市計画課

【目的】

【事業内容】

都市計画課

【目的】

【事業内容】

114,180千円

～　布袋駅付近鉄道高架化に伴うエスカレーターの設置　～

布袋駅エスカレーター設置事業

　※特定財源
　　　  国庫：53,790千円、地方債：173,300千円

  ※特定財源
        国庫：59,235千円、地方債：40,500千円

布袋駅付近鉄道高架化整備事業により高架化されるホームへの移動を円滑化し、利便を図るため
エスカレーターを設置する。

　・平成30年度事業内容
　　 犬山方面の本線切り替えに向けて、下り線のエスカレーター設置工事を行う。

　※特定財源
     　 国庫：13,575千円、地方債：83,800千円

      単市事業
      　＜市道東部第308号線＞
　　　　　　　物件調査委託　4件
　          　測量委託　　  　1件
      　＜市道東部第439号線＞
　　　　　　　嘱託登記委託　1筆
      　＜市道東部第374号線＞
　　　　　　　物件調査委託　1件

地上にある改札から名古屋方面及び犬山方面のそれぞれのホームへ向かう階段にエスカレーター
を設置する。
　・事業期間
     平成27年度～平成30年度

～　都市計画道路江南通線の整備　 ～

中心市街地を南北に縦断する幹線道路の都市計画道路江南通線を整備することにより、交通の円
滑化や利便性の向上を図るとともに、歩行者の安全を確保する。

延長106ｍの区間について、幅員を20ｍに拡幅するために必要な事業用地を取得し、歩道設置およ
び車道改築を行う。
　・事業期間
　　　平成29年度～平成36年度
　・平成30年度事業内容
　　　社会資本整備総合交付金事業（街路事業）
         物件調査委託　3件
　　　　 街路改良用地　32.75平方ﾒｰﾄﾙ
         街路改良補償　1件
　　　単市事業
         嘱託登記委託　1筆

108,113千円
都市計画道路整備事業（江南通線）
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建築課

【目的】

【事業内容】

下水道課

【目的】

【事業内容】

17,554千円

（目的）
　健全な経営の確保と基盤強化及び的確な経営状況の把握のため、平成28年度から4年間で公
営企業会計への移行事務を行う。

（内容）
　企業会計移行委託

90万円 100万円

19,806千円

～　民間木造住宅耐震化の促進　～

平成29年度

30万円

地震時の倒壊等による被害を最小限にして、安心して住み続けられるよう住環境を確保する。

木造住宅解体 ー 20万円

平成30年度

耐震改修

１段階目60万円
２段階目30万円

合計90万円

～　清潔で快適な生活環境を保全する公共下水道の整備　～

公共下水道の供用開始区域の拡大を推進し、清潔で快適な生活環境を確保する。

　・耐震改修16棟、段階改修2棟、シェルター整備2件、解体10棟

　※特定財源
　　 　 国庫：9,903千円、県費：4,950千円

１段階目60万円
２段階目40万円
合計100万円

シェルター整備

補助金限度額

民間木造住宅の耐震改修等に対して一定額の補助を行う。平成30年度からは、耐震改修の補助
金限度額、段階改修の補助金限度額を増額する。また、新たに市が認めた耐震診断結果で、判定
値が基準値未満となっている木造住宅の解体工事費に対して限度額20万円の補助を行う。

公共下水道事業特別会計繰出事業

30万円

　　　　継続費
　　 　　　平成28年度　　3,521千円
 　　　　　平成29年度　16,416千円
　 　　　　平成30年度　17,464千円
 　　　　　平成31年度　　5,800千円

＜企業会計移行事業＞

民間木造住宅耐震補強事業

江南市の下水道普及率は平成28年度末現在32.1％で、愛知県49市町中44番目とかなり低い状
況であり、早急な整備が急務となっていることから、整備区域の拡大を図り、下水道の未普及地域の
早期解消のため、汚水管きょを整備する。

段階改修

727,672千円

公共下水道事業特別会計 2,432,877千円

拡
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〔社会資本整備総合交付金事業〕
　  舗装復旧工事
  　　L=7,690ﾒｰﾄﾙ

〔社会資本整備総合交付金事業及び県費補助事業〕
    枝線管きょ布設工事
 　　継続費
　  　　平成29年度　326,889千円
　  　　平成30年度　276,711千円
     　  L=5,006ﾒｰﾄﾙ　◎150～200ﾐﾘﾒｰﾄﾙ　開削工法
　 　 　　交付金事業　　L=4,461ﾒｰﾄﾙ
　  　　　県費補助事業　L=545ﾒｰﾄﾙ

〔単市事業〕
 　枝線管きょ布設工事
 　　L=160ﾒｰﾄﾙ  開削工法
　　マンホールポンプ　4基
   舗装復旧工事
 　　L=1,390ﾒｰﾄﾙ
 　取付管設置工事
　　110箇所

＜管きょ布設事業＞ 1,010,258千円

〔地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業及び社会資本整備総合交付金事業〕
　 工事施工監理委託
　 　工事施工監理における立会い・巡視・変更書類作成及び書類審査等の委託
 　工事用資材　マンホール蓋　333組
 　　継続費
  　　　平成29年度　6,701千円
  　　　平成30年度　8,218千円

〔地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業及び県費補助事業〕
　　枝線管きょ布設工事
   　継続費
 　 　　平成29年度　236,169千円
 　 　　平成30年度　342,591千円
　 　  　L=6,378ﾒｰﾄﾙ　◎150～200ﾐﾘﾒｰﾄﾙ　開削工法
　  　　　 交付金事業　　L=5,495ﾒｰﾄﾙ
　  　　　 県費補助事業　L= 883ﾒｰﾄﾙ

〔地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業〕
 　 幹線管きょ布設工事
    　L=47ﾒｰﾄﾙ　◎250～400ﾐﾘﾒｰﾄﾙ　推進工法
    舗装復旧工事
  　　L=6,559ﾒｰﾄﾙ

（目的）
　平成32年度に下水道工事を予定している地区の測量と実施設計を行う。

（内容）
　〔社会資本整備総合交付金事業〕
　実施設計測量委託（北部1、南部2処理分区）
　　継続費
　　 　平成29年度　48,532千円
　　 　平成30年度　48,696千円

＜下水道事業計画策定事業＞ 11,006千円

（目的）
　布袋駅東地区の市街化区域編入に伴い、事業認可区域の拡大等を行う。

（内容）
　江南市公共下水道事業変更認可取得委託

＜実施設計測量委託事業＞ 48,696千円
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水道課

【目的】

【事業内容】

水道課

【目的】

【事業内容】

・基幹管路更新管理事業

・基幹管路更新工事事業

基幹管路更新事業（水道事業会計）

～　水道施設の整備と水道水の安定供給　～

～　経営戦略の策定　～

将来にわたり安定したサービスの提供を継続するため、「経営戦略」を策定する。

    使用材料検収

工事
   L=775.4ﾒｰﾄﾙ　φ700～300ﾐﾘﾒｰﾄﾙ

第１次基幹管路更新計画（平成29～43年度）に基づき、配水場から災害拠点病院、災害復旧活動
拠点施設及び指定避難所に繋がる配水管路と、水源から配水場までの導水管路を整備する。

286,136千円

水道事業創設時に布設した基幹管路の地震被害を最小限に抑えるため、更新に合わせて耐震化を
行う。

専門的な知見を活用して、水道料金のあり方の検討を含め調整した中長期の経営収支計画を作成
し、より実効性のある「経営戦略」を策定するための支援を受ける。

経営戦略策定事業（水道事業会計）

継続費
   平成29年度　262,584千円
   平成30年度　286,067千円

経営戦略策定支援委託
 継続費
    平成30年度　14,624千円
    平成31年度　  1,999千円

14,624千円
新
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◆ひとづくり分野

　　　　　
教育課

【目的】

【事業内容】

教育課

【目的】

【事業内容】

※実施時期　平成30年9月、実施校　市内全中学校（5校）

　　　　　
生涯学習課

【目的】

【事業内容】

9,960千円

9,489千円

～　教育用ＩＣＴ機器を活用した情報教育を推進　～

～　学校給食基本計画の策定　～

老朽化した学校給食センターの更新や、アレルギー対応食などについて検討し、江南市が目指す学
校給食の実施について必要な事項を定めるため、江南市学校給食基本計画を策定する。

 学校給食基本計画策定事業

以下の事項などを検討するため、必要な業務を委託する。

・学校給食及び学校給食施設のあり方
・学校給食センター統廃合案
・保育園への給食配食の導入可能性
・アレルギー対応食の導入方法

 図書館基本計画策定事業

～　図書館基本計画の策定　～

 情報教育推進事業（中学校）
53,155千円

江南市の現状や市民のニーズを把握するなど、市の特性に合った図書館のあり方を検討し、江南市
図書館基本計画を策定する。

以下の事項等を検討するため、必要な業務を委託する。

・図書館をとりまく動向
・江南市図書館の現状や市民ニーズ
・江南市図書館のあり方や整備の基本方針
・江南市図書館の蔵書規模と施設規模

教育用ＩＣＴ機器を活用した情報教育を推進し、生徒の情報活用能力を育成するとともに教師が行う
授業の改善を図り、より分かりやすく深まる授業と学習意欲の向上を目的とする。

リース満了に伴い、各中学校のコンピュータ教室に整備されているデスクトップパソコンを更新する。
また、５年リースで教科指導担当教員用及び生徒用にタブレット端末を配備し、各学級にはプロジェク
ター等を配置するとともに無線ＬＡＮを整備することで、ＩＣＴ環境の充実を図る。

拡

新

拡

新

新

拡拡
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スポーツ推進課

【目的】

【事業内容】

　　　　　
保育課

【目的】

【事業内容】

スポーツセンター建設事業
496,657千円

～　スポーツセンターの建設工事　～

平成27年度に実施した実施設計に基づき、江南市の競技スポーツから生涯スポーツまで市民の幅
広いスポーツ活動を推進し、災害時の防災拠点施設としての機能を兼ね備えた新しい体育館を整
備する。

・駐車場整備など、スポーツセンター外構工事の実施
・現体育会館の解体工事の実施

※特定財源
 　 　地方債：151,500千円

保育園施設の整備を行い、保育を実施するための環境を整える。

空調機の経年劣化等により十分な冷暖房効果が得られていない機器を計画的に更新を行い、突発
的な故障の回避とランニングコストの大幅な削減を行う。

　対象：布袋西保育園

保育園施設改修（空調設備）事業
48,060千円

～　保育園空調設備の更新　～

（参考） スケジュール　 平成30年5月　　　  　 開館予定
　　　　　　　　　　　　　　 平成30年10月下旬　 現体育会館の解体工事完了予定
                             平成30年11月中旬　 外構工事完了予定
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◆しごとづくり分野

商工観光課

【目的】

【事業内容】

商工観光課

【目的】

【事業内容】
　工期　　　  平成30年５月27日～７月７日
　工事内容　宿泊室改修工事
　事業費　　 13,382千円
 
　工期　　　  平成30年10月10日～11月10日
　工事内容　冷温水発生機改修工事
　事業費　　 62,457千円
　
　※特定財源
　　　  基金繰入金（ふるさと応援事業）：1,043千円

すいとぴあ江南施設改修事業

～　創業支援事業計画に基づく支援の実施と創業補助　～

創業・起業を支援し、中心市街地に賑わいを創出することにより、地域経済の活性化を図る。

75,839千円

～　宿泊室及び冷温水発生機の改修　～

憩いと触れ合いの場として市民等が安心、安全に利用できるよう、施設の改修を行う。

創業支援事業
1,805千円

特定創業支援事業を受けた者が市街化区域内の空き店舗を活用し創業する場合、
その費用の一部を補助する。（補助対象経費の2分の1）

　（１）事務所の賃借料：　50,000円（月額補助限度額、創業の日の属する月から12月以内）
　（２）事業所の開設料：600,000円（限度額）
※（１）（２）のいずれかのみ

拡
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◆ちいきづくり分野

高齢者生きがい課

【目的】

【事業内容】

【目的】

【事業内容】

高齢者生きがい課

福祉課

【目的】

【事業内容】

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けること
ができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介
護を提供する。

地域生活支援事業

医療・介護の関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構
築するため、医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制の構築を推進する。

認知症になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域住民や地域の支援組
織、関係者などと協力した支援体制を整備する。

認知症初期集中支援チームを配置し、認知症が疑われる人、認知症の人とその家族等の初期の支
援を、包括的・集中的に行うことにより、自立生活のサポートを行うため、複数の専門職が、本人とそ
の家族等を訪問し、認知症専門医の鑑別診断等をふまえて、観察・評価を行う。

認知症地域支援推進員を配置し、医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携
支援や認知症の人とその家族等を支援する相談業務等を行う。

960千円

49,000千円

引越しの費用の一部を助成することで、住み慣れた地域で自立した生活を過ごす高齢者等の増加
と、介護サービス等の享受を容易とし、福祉の向上を図る。

93,831千円

～　認知症総合支援事業を実施　～

エレベータのない集合住宅の２階以上に居住している者のうち日常生活に支障のある高齢者等を対
象に、市内の賃貸住宅でエレベータが設置されている集合住宅・集合住宅の１階部分・戸建て住宅
への引越し費用の一部を助成する。（引越し費用の９割、上限額は１２万円）

高齢者住環境改善助成事業

～　在宅医療・介護連携推進事業を実施　～

包括的支援事業（介護保険特別会計）

～　集合住宅住み替え助成を開始　～

拡

拡
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防災安全課

【目的】

【事業内容】

◆行政分野

地方創生推進課

【目的】

【事業内容】

　　　　　
地方創生推進課

【目的】

【事業内容】

【主な充当事業】

全国瞬時警報システム更新事業
5,193千円

市民と行政が情報を共有し、市の魅力を発掘し、市内外に広く発信する。

～　市の魅力を市内外に広く発信　～

非常時の情報伝達に要する時間を短縮する。

全国瞬時警報システムにおいて、情報伝達手段の自動起動に要する時間の短縮が可能となる新型
受信機等へ更新する。

江南市の知名度の向上やイメージアップを図るとともに、江南市の魅力を全国に発信するためのＰＲ
大使の委嘱及びＰＲビデオ作成等各種ＰＲ活動の実施。

ＰＲ大使の役割
　・大使が活動する様々な場面における江南市のＰＲ活動
　・江南市に有益な情報の収集及び提供並びに助言

ふるさと寄附事業

～　全国瞬時警報システムの更新　～

12,738千円

　ＰＲ事業
897千円

　※特定財源
     　 地方債：5,100千円

～　ふるさと寄附金の推進　～

ふるさと寄附金による歳入の確保及びふるさと意識の高揚を図る。

ふるさと寄附金を江南市ふるさと応援事業基金に積み立て、市の事業に活用するとともに、一定額
（5,000円）以上の市外在住の寄附者に対し、記念品を贈呈する。
＜ふるさと寄附事業の流れ＞
１　寄附金の受領
２　記念品の贈呈、領収書等の送付
３　ふるさと応援事業基金への積立て
４　寄附者が希望する分野への活用　（原則、次年度に実施する事業へ充当）
　　   ※使途分野：まちづくり分野／ひとづくり分野／しごとづくり分野／ちいきづくり分野／
          市政一般（Ｈ30.1から第6次総合計画の分野へ変更）

1,763千円
1,751千円

　
818千円

2,797千円
1,043千円

○救命処置トレーニングシミュレーターの購入
○水遊び場の改修（古知野東保育園外２）、屋上防水及び
　 外壁の改修（布袋保育園）
○五明公園園路舗装の改修
○教育用コンピュータ機器（タブレット端末等）の借上
○すいとぴあ江南宿泊室の改修、冷温水発生機の改修

拡
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秘書政策課

【目的】

【事業内容】

行政経営課
（旧）秘書政策課

【目的】

【事業内容】

公共施設の最適な利用及び配置を実現し、公共施設を安全で快適に利用できるよう、予防保全的
な維持管理による公共施設の改修・更新等に係る財政負担の平準化・軽減を図る。

江南市公共施設等総合管理計画及び江南市公共施設再配置計画における基本方針等に基づき、
市有施設の改修、更新の優先順位を定め、財政負担の平準化を図りながら、効果的かつ効率的な
維持、改修、更新等に関する計画を策定する。

～　布袋駅東複合公共施設を整備するための事業者選定　～

市の南玄関口に新たな賑わいの拠点を創出し、市民サービスの向上及びコスト縮減効果の最大化を
図るため、民間の資金やノウハウを導入した施設を整備するにあたり、民間事業者の募集及び選定を
実施する。

民間事業者の募集及び選定のため、アドバイザリー業務を委託する。

＜平成30年度＞
　民間事業者の募集、審査委員会の運営・公表、契約交渉に関する支援　等

　アドバイザリー業務委託（継続費）
　　平成29年度　23,793千円
　　平成30年度　　6,178千円

　 公共施設保全計画策定事業
7,632千円

～　公共施設保全計画の策定　～

　布袋駅東複合公共施設整備（事業者選定）事業
6,241千円

新
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□　平成30年度末の財政調整基金残高は、20億9千万円となる見込み。

Ⅶ　市債残高（一般会計）

Ⅷ　基金（一般会計）

□　平成30年度末の市債残高は、245億2千万円となる見込み。

□　原則、交付税算入のない借入は行わない等の市債発行基準を定め、市債残高抑制に努めており、
　　 事業債の残高は減少傾向にあったが、スポーツセンター建設事業債の発行により平成29年度は増加
　　 する見込み。国から交付される地方交付税の代替財源である臨時財政対策債の残高は増加傾向。

□　今後、新ごみ処理施設の建設や公共施設の老朽化対策等に要する経費の増大が見込まれるため、
　　 その他特定目的基金への積立てを計画的に行っていく必要がある。

※平成28年度まで決算額、平成29年度以降は年度末見込額

※平成28年度まで決算額、平成29年度、平成30年度は年度末見込額

その他特定目的基金(平成30年度）

ふるさと応援事業基金、公共施設整備事業基金、都市基盤整備事業基金、教育文化振興基金、

横田教育文化事業基金、新図書館建設事業等基金、国際交流事業基金
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